
- 1 - 

資料５ 

再生可能エネルギーの大量導入に向けた系統対策の概要 

1. 電力系統システムの将来像 

1.1 現状の電力系統システム 

今後の再生可能エネルギー電源の大量導入の実現に向けては、電力系統システムの在り

方について検討する必要がある。 

電力システムを健全に運用していく上では、経済性、供給安定性、環境性の調和という

課題を達成することが重要であり、各電源の持つ特徴を踏まえて、電源のベストミックス

を図る必要がある。我が国は、これまでに、水主火従から火主水従へ、火力燃料は石炭か

ら石油、天然ガスへと推移してきたところであり、現在は、流込式水力、原子力、石炭を

ベース電源、LNG 等ガス火力をミドル電源、石油火力、揚水式水力、調整池式水力等をピ

ーク電源として運用している。 

 

図表 1 電源の特徴 

電源 
経済性 安定性 

CO2 排出 
初期費 運用費 ｴﾈﾙｷﾞｰ調達 需給調整 

火力 

石油 ◎ △ 
△ 

（資源が偏在） 
◎ △ 

LNG 等 ○ ○ ○ ◎ ○ 

石炭 △ ◎ ◎ ○ △ 

原子力 △ ◎ ◎ 

△ 

（出力一定運転のた

め調整力持たず） 

◎ 

（発電時排出ゼロ） 

流込式水力 △ ◎ ◎ 
△ 

（調整力劣位） 

◎ 

（発電時排出ゼロ） 

再生可能 

エネルギー 
△ ◎ ◎ 

△ 

（太陽光・風力発電

は出力不安定） 

◎ 

（発電時排出ゼロ） 
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図表 2 現状の電源構成 

 

出典：「図表で語るエネルギーの基礎 2008-2009」（電気事業連合会） 

 

1.2 ゼロカーボン電源による系統電力システムの将来像 

今後の中長期的な電源構成の姿としては、経済性、供給安定性、環境性のいずれの課題

に力点を置くかによって、いくつかのパターンが描かれる。そのうちの１つとして、CO2

削減を目指した究極的なシステム像として、ゼロカーボン電源によるエネルギー供給シス

テムが考えられる。これは、再生可能エネルギー、大規模水力、原子力といった、発電時

に CO2 排出を伴わない電源のみによって電力供給を行うシステムである。再生可能エネル

ギー電源を中心としたゼロカーボン電源による需給イメージを下図に示す。ゼロカーボン

電源はいずれも需給調整力に劣る電源であるため、蓄電池等を活用するとともに、昼間の

ヒートポンプ運転、電気自動車、プラグインハイブリッドの大量導入等の新規需要の創出

および制御によって、供給側と需要側が協調して需給バランスを確保することが想定され

る。 

 

図表 3 ゼロカーボン電源による需給のイメージ 
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以下では、ゼロカーボン電源による系統電力システムの将来像の実現に向け、再生可能

エネルギー電力の系統連系に関する課題を提示するとともに、その解決に向けた方向性を

示す。 

 

2. 各種再生可能電力の系統連系に関する課題 

再生可能エネルギー電力は、一部のものを除くと、出力が気象等の自然条件に依存して

おり、制御が困難という特徴を有する。このため、大規模導入時においては、電圧上昇、

余剰電力の発生、周波数調整力の不足等の課題が発生する可能性がある。 

また、再生可能エネルギー電力の中には、導入適地が需要地の遠隔地にあり、系統への

アクセスや系統容量に関する制約が生じるものもある。 

再生可能電力の大規模な導入を実現する上では、これらの系統連系に関する課題を克服

する必要がある。 

再生可能エネルギー電力種別に、系統連系に関する課題との対応関係を下表に示す。 

 

図表 4 系統連系に関する課題 

 系統の安定度に関わる課題 系統アクセス・系

統容量に関わる

課題 
配電系統での課題 送電系統での課題 

 逆潮流による配電網

の電圧上昇、適正値の

逸脱 

 出力変動の拡大によ

る周波数調整力不足 

 余剰電力の発生によ

る電力需給のインバ

ランス 

 系統脆弱地域

における送電

線空容量不足 

太陽光発電 ○ ○ △ 

風力発電 △ ○ ○ 

地熱発電 － △ ○ 

小規模水力発電 △ △ △ 

バイオマス発電 － － △ 

○：顕在化が確実視される課題 △：顕在化の可能性がある課題 
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3. 課題の克服に向けたアプローチ 

3.1 アプローチの概要 

太陽光発電や風力発電は大量導入時に系統の不安定化を引き起こす可能性があり、また、

原子力や流込式水力発電等のその他のゼロカーボン電源は、いずれも需給調整力に劣る電

源である。このため、これらをもって電源全体を構成するためには、設備計画、運用計画

の両面から、秒単位～時単位までの幅広いレンジで需給バランスを確保する仕組みが必要

となる。 

具体的には、ゼロカーボン電源による系統電力システムの実現に必要となる事項は、電

力の供給側、需要側それぞれについて、図表 5 の通り整理される。 

供給側においては、蓄電池や揚水発電等を活用することによって需給ギャップや周波数

変動の抑制を図ると共に、地域連系線を柔軟に活用することにより、系統の調整力を確保

することが重要となる。 

その一方で、調整力が不足する場合には、風力や太陽光の出力を柔軟に調整するための

仕組みも必要である。風力発電の場合、蓄電池の併設に当っては、個々の発電機ごとに出

力を制御する方式が採られているが、系統全体の需給バランスの維持を目的に出力調整を

行うという視点が重要である。また、住宅用太陽光発電の場合、制御装置のカレンダー機

能を利用して、特定日の出力を抑制するという方法も考えられているが、機能性の観点か

らは、スマートメーターを活用した制御が有用と思われる。スマートメーターの普及によ

り、太陽光発電の柔軟な制御が可能になるとともに、電気料金を日毎時間帯毎に変化させ

て需要を誘導するというような制度運用面での対策も可能となる。 

また、再生可能エネルギーの普及を推進する一方で、バックアップ用として火力発電所

を維持しておくことも重要である。再生可能エネルギーの普及が見通しどおりに進まない

場合に備え、供給力として確保しておくことは重要である。 

 

このように、供給側、需要側双方が協調する形で、供給安定性を高めることが重要であ

る。 
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図表 5 系統安定化のためのアプローチ 

 供給側 需要側 

設備  蓄電池による周波数調整 

 自然変動電源（風力発電等）への

蓄電池併設による出力調整 

 昼間の揚水発電の運用 

 バックアップ用火力電源及び燃料

の確保 

＜電池による吸収＞ 

 需要側に設置される自然変動電源

（太陽光発電等）への蓄電池併設

による出力調整 

＜新規需要の創出＞ 

 昼間のヒートポンプ運転 

 電気自動車、プラグインハイブリ

ッドの大量導入 

運用  地域連系線の柔軟な活用 

 調整力不足時における、再生可能

電源の柔軟な出力抑制 

 スマートメーターの導入によるデ

マンド・レスポンスの実施 

 時間帯別電気料金の導入による、

平準化に向けた負荷の誘導 
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3.2 系統安定化に関わる対策 

3.2.1 太陽光発電 

 

図表 6 系統安定化のためのアプローチ：太陽光発電 

 短期（～2012 年） 中期（～2020 年） 長期（～2050 年） 

運
用
改
善 

 揚水発電の柔軟な運用（昼間に
揚水）［試用段階］ 

 地域間連系線の利用枠の拡大
（柔軟な運用）（※特に風力発電
の地域偏在性による系統連携可
能量の制約を一時的に緩和する
ことが可能） 

 電力系統システムの将来イメー
ジ（スマートグリッド）の検討
開始 

 再生可能エネルギー電力の系統
連系のためのパワーコンディシ
ョナ（PCS）の出力調整・通信機
能の仕様の検討開始 

 住宅／建物／地域エネルギーマ
ネジメント装置の仕様の検討開
始 

 揚水発電の柔軟な運用（昼間に揚
水）［実用段階］ 

 給電指令の見直し（再生可能エネ
ルギー電力について、経済合理的
な余剰抑制の下での優先稼動） 

 揚水発電の柔軟な運用（昼間に
揚水）［実用段階］ 

 給電指令の見直し（再生可能エ
ネルギー電力について、経済合
理的な余剰抑制の下での優先
稼動） 

 気象予報等に基づく太陽光発
電の発電特性を考慮した系統
運用 

イ
ン
フ
ラ
整
備 

≪需要側≫ 
（※蓄電池の導入必要量算定のた
めに、再生可能エネルギー電力の大
量導入時の影響度の特定が重要。そ
のための出力モニタリングサンプ
ルを一定規模で設置した実証研究
を実施。） 
≪供給側≫ 
 配電電圧昇圧（電圧上昇幅の抑

制且つ配電損失の低減が可能と
なる）の検討 

 高圧系統への電圧調整装置
（SVC）の設置（※ただし、配電
昇圧を実施すれば不要） 

≪需要側≫ 
 出力調整・通信機能の付加された

改良型パワーコンディショナ
（PCS）の開発・導入 

 住宅／建物／地域エネルギーマ
ネジメントシステムの開発・導入 

 蓄電池の部分導入 
 非常電源ストックの活用 
≪供給側≫ 
 配電電圧昇圧（電圧上昇幅の抑制

且つ配電損失の低減が可能とな
る）の実施 

 高圧系統への電圧調整装置（SVC）
の設置（※ただし、配電昇圧を実
施すれば不要） 

 スマートグリッド（スマートメー
ター、需要反応、分散型電源・蓄
電システムとの協調制御を駆使
した系統の柔軟な運用）の実現 

≪需要側≫ 
 出力調整・通信機能の付加され

た改良型パワーコンディショ
ナ（PCS）の普及 

 住宅／建物／地域エネルギー
マネジメントシステムの普及 

 蓄電池の導入 
 非常電源ストックの活用 
 EV 車載用電池の活用 
 蓄熱式ヒートポンプの活用 
≪供給側≫ 
 配電電圧昇圧（電圧上昇幅の抑

制且つ配電損失の低減が可能
となる）の実施 

 スマートグリッドの一層の拡
大・進化 

制
度
見
直
し 

 系統連系協議手続きの標準化 
 系統連系ガイドライン、いわゆ

る“同時同量”に関する規制緩
和 

 系統電圧範囲に関する規制緩和
（上限電圧緩和） 

 地域間連系線の運用状況に関し
て透明性を高め効率的な運用を
実現 

 インバランスコスト等の透明性
の確保、オープンな市場の整備。 

 “Flip Incentive”による電気事
業の構造改革の可能性について
検討 

 日毎時間帯毎・リアルタイム電気
料金制度の導入 

 インバランスコスト等の透明
性、オープンな市場が前提条件
として求められる。 

 

出典：「低炭素社会構築に向けた再生可能エネルギー普及方策について（提言）」（平成 21 年 2 月、低炭素

社会構築に向けた再生可能エネルギー普及方策検討会）より作成 
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3.2.2 風力発電 

 

図表 7 系統安定化のためのアプローチ：風力発電 

 短期（～2012 年） 中期（～2020 年） 長期（～2050 年） 

運用改善  電源運用の見直しによる調整

力の拡大(1) 

 地域間連系線の柔軟運用(1) 

 自然変動電源の出力予測シス

テムの開発、変動の適切な評

価(1) 

 調整力不足時における自然変

動電源の出力抑制・解列(1) 

 出力変動予測システムの導

入(1) 

 

インフラ 

整備 

＜再生可能電力導入側＞ 

 出力変動抑制用蓄電池等の技

術検証、併設導入(1) 

＜再生可能電力導入側＞ 

 出力変動抑制用蓄電池等の

集中制御・周波数抑制制御

方式の検討(1) 

 

制度 

見直し 

 連系可能量の算定根拠の公表

(1) 

 蓄電池等設置に関する費用分

担・支援策(1) 

 自然変動電源の出力抑制・解

列ルール(1) 

 連系協議の効率化(1) 

 保管関連規定の緩和（電気主

任技術者兹任要件の緩和、

NAS 電池併設発電所におけ

る危険物取扱者選任の免除）

(2) 

  

出典：下記資料に基づき事務局作成 

(1)「風力発電系統連系対策小委員会 中間報告書」（平成 17 年 6 月、総合資源エネルギー調査会 新エネル

ギー部会 風力発電系統連系対策小委員会） 

(2)「風力発電システムの導入促進に関する提言」（平成 18 年 3 月、新エネルギー財団 新エネルギー産業

会議） 
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3.3 系統接続に関わる対策 

 

図表 8 系統接続に関わる課題 

 短期（～2012 年） 中期（～2020 年） 長期（～2050 年） 

運用改善    

インフラ 

整備 

＜再生可能電力導入側＞ 

 系統脆弱地域における、必要に応

じたアクセス線・変電所建設 

＜系統側＞ 

 系統脆弱地域における、必要

に応じた送変電設備増強 

 

制度 

見直し 

 出力変動抑制用蓄電池の併設等を

条件とした、連系容量を超える発

電容量の連系 

 各種オプション（風車の力率一定

制御機能等）を加味した連系可能

量算定 

 系統脆弱地域における、送変電設

備増強、アクセス線・変電所建設

に関する費用分担・支援策 

 送電線熱容量、変電所バンク容量

等に関する情報提供 

 系統接続の随時受付（導入制約の

ない地域） 

 連系検討結果に関する理由の開示 

 連系不可時における代替案の提示 

 事業計画の変更の許可 

  

出典：下記資料等に基づき事務局作成 

・「風力発電系統連系対策小委員会 中間報告書」（平成 17 年 6 月、総合資源エネルギー調査会 新エネルギ

ー部会 風力発電系統連系対策小委員会） 
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4. 系統安定化対策費用に関する検討状況 

4.1 太陽光発電の導入に対する安定化対策 

資源エネルギー庁の「新エネルギー大量導入に伴う系統安定化対策・コスト負担検討小

委員会」においては、「長期エネルギー需給見通し」（平成 20 年 5 月）の最大導入ケースに

おける太陽光発電の導入量、すなわち、2020 年度 1,432 万 kW、2030 年度 5,321 万 kW を

前提として、必要となる系統安定化対策の時系列シナリオについて検討が行われた。 

同小委員会では、系統安定化対策オプションとして 3 つのシナリオを提示しており、そ

れぞれのシナリオについて、対策のための設備投資額あるいは総コスト（機会損失コスト

を含む）を提示している。 

 

図表 9 太陽光大量導入時の課題と系統安定化対策 

配電網の電圧上
昇による逆潮流
の困難化

周波数調整力の
不足

余剰電力の発生
（需給バランス）

配電対策は何も講じない＋家庭での新規需要創出 ‐又は× ‐ ‐

配電系統の強化（柱上変圧器の設置等） ○
×

（逆潮流が増加）
×

（逆潮流が増加）

蓄電池の設置（需要家側） △ ○ ○

蓄電池の設置（系統側） ‐ ○ ○

揚水発電の活用 ‐
○

（可変速）
○

地域間連携線の活用 ‐ ○ ○

出力変動対策 火力等によるバックアップと調整 ‐ △ △

系統安定化対策

配電対策

余剰電力対策

 

出典：「低炭素電力供給システムに関する研究会 新エネルギー大量導入に伴う系統安定化対策・ 

コスト負担検討小委員会」第 2 回配布資料を基に一部改変 

 

図表 10 コスト負担小委の各シナリオにおけるオプション対策費及び総コスト 

 

出典：出典）「低炭素電力供給システムに関する研究会 新エネルギー大量導入に伴う系統安定化対策・コ

スト負担検討小委員会」第 4 回配布資料 
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4.2 風力発電の導入に対する安定化対策 

風力発電は、風況に応じて出力が変動するため、大規模導入の際には周波数変動を引き

起こす。また、風況のよい導入適地が需要地の遠隔地にあり、連系先の送電線容量が不足

したり、系統へのアクセスが困難であったりする場合がある。 

これらの課題を踏まえ、資源エネルギー庁の「風力発電系統連系対策小委員会」（2005

年 6 月 中間報告書）においては、第 7 回新エネルギー部会（2001 年 6 月）において示さ

れた風力発電の導入量、すなわち 2010 年度 300 万 kW の実現を図るための系統連系の課題

について検討が行われた。同小委員会では、周波数変動対策（風力発電の出力変動が系統

全体に及ぼす影響に関する対策）、送電容量等対策（風力発電の連系先の送電容量不足等に

関する対策）の視点から、今後講じるべき対策が整理された。 

 

図表 11 周波数変動対策 

 系統側の対策 風力発電側の対策 

平成 17

年 度 か

ら の 実

施 が 期

待 さ れ

る対策 

 周波数変動の観点から見た風力

発電連系可能量の正確な把握 

 調整力不足時における風力発電の解

列・出力抑制（導入制約のある地域） 

 周波数変動による制約のない地域での

風力発電立地（導入制約のない地域） 

 蓄電池等の導入（導入制約のある地域） 

 気象予測に基づく風力発電予測システムの研究 

継 続 検

討事項 

 調整力の拡大に向けた電源運用 

 会社間連系線の活用 

 

出典：「風力発電系統連系対策小委員会中間報告書」（2005 年 6 月）を基に一部改変 
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図表 12 周波数変動対策 

風況条件のよい風力適地における送電能力

向上対策 

送電容量に係わる情報の充実対策 

 連系可能量算定方法の工夫（各種オプシ

ョンの加味） 

 連系容量を超える発電容量の連系（出力

変動抑制用蓄電池の併設が条件） 

 風力発電事業者保有のアクセス線・変電

所の活用 

 電力会社保有送変電設備の増強 

 事業計画の変更の許容（連系要件に影響

を与えない程度の変更である場合） 

 送電線熱容量・変電所バンク容量等に関

わる情報の随時提供 

 周波数変動制約のない地域での風力発

電系統接続の受付随時化 

 連系可能性についての回答における理

由の開示 

 連系不可能時における代替案の提示 

出典：風力発電系統連系対策小委員会中間報告書（2005 年 6 月）に基づき事務局作成 

 

小委員会での検討結果を受け、周波数変動対策としては、連系可能量の公表、蓄電池枠

や解列枠の募集等の取組が行われている。また、送電容量等対策としては、出力一定制御

蓄電池の併設発電所に対して連系容量を超える発電容量の連系の許容等の取組が行われて

いる。 

 

その後、電気事業連合会は、定例会見（2008 年 5 月 23 日）において、電力系統の安定

性を損なうことなく 500 万 kW まで受け入れ可能であることを表明している。 
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図表 13 風力発電系統連系対策小委員会における各対策の費用対効果 

 

出典：「風力発電系統連系対策小委員会中間報告書」（2005 年 6 月） 

＜以 上＞ 


